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九州地方知事会 

 

 

 

 
 
 新型コロナウイルス感染症は、住民の生命・健康に著しく重大な

被害を与え、人や地域との交流を避けなければならない状況を生む

など、社会経済活動を著しく低下させた。特に経済面では、世界経

済が戦後最大とも言うべき危機に直面しており、九州・山口地域の

経済や雇用についても非常に厳しい状況にある。 

 

 そのような中、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技

大会が延期されるなど、国際スポーツ大会の誘致等についても厳し

い状況にあるが、感染拡大の収束後における大会の誘致やそれに伴

うキャンプの受け入れに向けた対策については、国と地方が一体と

なって、強力な施策を引き続き講じていかなければならない。 

 

国においては、厳しい地方財政の現状や地域経済の実情を勘案し

つつ、以下の項目について、適切に対応するよう求める。 

 

 

１ 訪日外国人旅行者や大会関係者等の受入れ環境の充実 

訪日外国人旅行者やアスリート等大会関係者などの受入れを増

加するため、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じつつ、

入国審査の迅速化や標識の多言語化、キャッシュレス対応の促進、

災害時の安心安全の確保等、受入環境の整備や観光の魅力向上に向

けた地方の取組を推進していくことが重要である。国においてはそ

の取組を支援するとともに、諸課題の解決に向けた取組を一層充

実・強化すること。 
 

国際スポーツ大会等の誘致・開催  
に対する支援等について 



2 
 

２ さらなる国際スポーツ大会誘致と競技普及の促進 

大規模国際スポーツ大会の開催やスポーツツーリズムの推進に 

より、地域経済の活性化をはじめ、住民の地域への誇りや愛着に 

つなげるため、さらなる大会誘致を進めることが重要である。 

そのため、今後の大会誘致に向けて地方が行う施設整備・改修 

やキャンプ誘致、競技普及に向けた取組について継続的に支援を 

行うこと。 
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